
⑴ 経営理念

経営理念、経営方針、投資方針２

⑵ 経営方針の４つの視点

⑶ 投資方針（建設改良費）

札幌市交通事業経営計画［令和元～10年度(2019～2028)］
令和6年（2024年）3月改定版 概要

私たち札幌市交通局は、かけがえのない市民の財産である地下鉄と路面電車を
最大限に活用し、公共交通ネットワークの中核として、お客さまの「ゆたかなく
らし」と「まちの発展」を支えます。

１ 安全の確保 ２ 快適なお客さまサービスの提供

３ まちづくりへの貢献 ４ 経営力の強化

① 施設、設備の老朽更新は着実に実施することとするが、さらなる更新時期の平準化を進める。

② 環境負荷の低減を目指し、ＬＥＤ化などの貢献度の高い事業への投資を進める。

③ インバウンドの復活を見越して、バリアフリー化、多言語化などの取組を進める。

④ 収入の多角化を推進するため、乗車料収入以外で増収を期待できる事業への投資を進める。

経営計画の改定目的・考え方・位置づけ１

・現行の「札幌市交通事業経営計画［令和元～10年度（2019～2028年度）] 」（以下、
「当初計画」という。）は、10年間の計画的な交通事業運営のために、令和元年
（2019年）６月に策定。

・しかしながら、計画策定直後からの新型コロナウイルス感染症拡大（以下、「コロナ」
という。）による減収など、様々な経営環境の変化があり、後半５年間の取組の見直し
だけではなく、長期収支も含めた改定が必要と判断。

・ 『安全で、確実な輸送サービスを提供する』という交通局の責務は変わらないため、
「経営理念」は堅持するが、社会情勢の変化に合わせて新たな取組を加えるとともに、
今後10年間の長期収支を見直すことで持続可能性を担保し、後半5年間の取組を着実に
実施していく。

⑴ 改定目的・考え方

⑵ 位置付け

この計画は、札幌市のまちづくりの基本的な指針「第２次札幌市まちづくり戦略ビジョ
ン」（2022-2031）、札幌市の交通に関する個別計画等を策定・実施するうえでの指針
「札幌市総合交通計画【改定版】」（2019-2030）、そして、路面電車の活用の基本的方
向性などを定めた「札幌市路面電車活用計画 ループ化編」の趣旨を踏まえ策定。

公営企業が経営環境の変化に適切に対応するために、長期的な経営の基本計画として総
務省が要請している「経営戦略」に位置づけた計画。

予想される減収への対応として、安全安心を最優先としながら長寿命化していくことを
基本とし、注力分野を明確にするため、以下の投資方針を策定。

●乗車人員（１日平均）
・リーマンショック以後は、概ね順調に増加を続けて、平成30年度（2018年度）には631

千人に到達。
・令和２年度（2020年度）に、コロナの影響により446千人まで落ち込み、令和４年度

（2022年度）でも552千人止まり。
・コロナ禍を経た外出機会の減少により、コロナ前の水準には戻らないと予想しているが、

令和10年度（2028年度）以降のJR札幌駅周辺の再開発による観光需要等を積極的に取
り込んでいくことで、目標人員は600千人とした。

●乗車料収入（年間）
・令和２年度（2020年度）には280億円まで減少したが、 令和４年（2022年）10月から

のSAPICAポイント付与率の見直しもあり、352億円まで回復。以降は、乗車人員の動
向に合わせて推移する見込み。

地下鉄・路面電車の現状３

●乗車人員（１日平均）
・ループ化開業（平成27年（2015年）12月）後の平成28年度（2016年度）に24.9千人

に到達。
・令和２年度（2020年度）に、コロナの影響により17.3千人まで減少も、令和４年度

（2022年度）には「路面電車無料デー」の実施等により22.7千人まで回復。
・沿線人口の増加や藻岩山等の観光需要を取り込んでいき、目標人員は25千人とした。
●乗車料収入（年間）
・令和２年度（2020年度）には9.6億円まで減少したが、令和４年（2022年）10月から

のSAPICAポイント付与率の見直しもあり、 12.9億円まで回復。以降は、乗車人員の動
向に合わせて推移する見込み。

⑴ 地下鉄の状況

⑵ 路面電車の状況

【乗車人員（1日当たり）と乗車料収入（年間）の推移】

【乗車人員（1日当たり）と乗車料収入（年間）の推移】 2万6千人⇒2万5千人

目指す一日当たりの乗車人員（2028）

（改定前） （改定後）

63万人 ⇒ 60万人

目指す一日当たりの乗車人員（2028）

（改定前） （改定後）

人員ピーク

収入ピーク

収入ピーク

運賃
200円

↑
170円

運賃
（予定）
230円

↑
200円

人員ピーク
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達 成 目 標
進捗状況

(2023年度末時点)
評価

◎ 順次検討・実施

南北線さっぽろ駅ホーム増設等工事
着工（2023）
新さっぽろ駅10番出入口接続部竣
工（2023）

○

2019年度に４駅実施
以降、各年度２駅実施

（南北）麻生、北34条、北24条、北18
条、（東豊）環状通東、東区役所前、
北13条東、豊水すすきの、学園前、
豊平公園、美園、福住

○

◎ 順次検討・実施
（南北）北24条*
（東西）大通、大谷地*、新さっぽろ* ○

◎
出入口

電照標識
2028年度末までに
100台実施（総数252台）

（南北）麻生、北24条、北18条、すす
きの、北34条*、北12条*、大通*、中
島公園*、幌平橋*
（東西）西11丁目
※国補助の採択がなかったため、経
営状況を踏まえ、事業先送り

△

◎ 駅構内標識
2022年度末までに
全49駅実施

進捗率73.5％（36駅／49駅）
※国補助の採択がなかったため、経
営状況を踏まえ、事業先送り

△

◎
車内表示器・
行先表示器

2022年度末までに
東西線・南北線の全車両実
施

進捗率84.1％（37編成／44編成）
※部品の調達困難に伴う遅れ △

◎ 券売機等
2028年度末までに
359台実施

進捗率35.1％（券売機73台、精算機
53台／359台）
※効率的な発注方法の再検討によ
る遅れ

△

項 目 取 組

ま
ち
づ
く
り
へ
の
貢
献

地
下
鉄

沿線地域の再開発
との連携・協力

照明設備の
ＬＥＤ化の推進

エレベーター
の増設

案
内
表
示
等
の
多
言
語
化

達 成 目 標
進捗状況

(2023年度末時点)
評価

真駒内駅完了（2020年度）
南北線高架部シェルター、
車両基地等の順次実施

真駒内駅-耐震化完了（2020）
南北線高架部シェルター：工事
（2021～）
南車両基地：工事（2021～）
東車両基地：設計中

○

試験施工、保全計画
の策定、実施

保全計画策定（2019）
改修工事実施区間：
（南北）さっぽろ～すすきの
（東西）南郷18丁目～大谷地*

○

路
面
電
車

2028年度末までに
レールを283ｍ更新

進捗率52.3％（148m／283m） ○

◎ 2019年４月に実施 2019年４月実施 ○

◎ 2020年度中に実施 2020年４月実施 ○

◎
2028年度末までに南北線12
駅（高架駅除く）、東西線２駅
〔各年２駅程度〕

すすきの駅完了（2023）
※経営状況を踏まえ、すすきの駅以
外は一時凍結とした

△

◎ 各年度３駅実施

（南北）大通、すすきの、真駒内
（東西）円山公園、大通、東札幌
（東豊）さっぽろ、福住
※入札不調による遅れ

△

◎
試験施工、改修計画
の策定、実施

改修方法を検討中 △

路
面
電
車

◎ 2028年度完了 進捗率84.4％（7,513m／8,905m） △

2024年度完了
車庫棟の竣工
（工場棟、事務所棟は2026年度竣工
予定）

△

2022年度完了
新山鼻変電所の更新工事完了
（2022） ○

◎
2020年度完了（街路拡幅事
業に伴う箇所を除く）

中央図書館前、静修学園前を実施
（2020）
※中間電停のみ解消方法を検討中
のため未実施

△

◎ 14両導入 進捗率64％（９両導入／14両） ○

共
通

2020年度稼働開始 2020年度稼働開始 ○

路
面
電
車

2020年４月導入 2020年４月導入 ○

土木構造物
(ずい道)の保全

軌道施設(ﾚｰﾙ等)
の更新

項 目 取 組

安
全
の
確
保

地
下
鉄

地震対策の推進

同伴幼児の
無料人数拡大

地
下
鉄

地下鉄駅の
リフレッシュ

トイレの
洋式化等

快
適
な
お
客
さ
ま
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

共
通

精神障がい者に
対する運賃割引

制度の導入

走行路面の改修

制振軌道化

経
営
力
の
強
化

輸送管理システム
の再構築

上下分離の導入

路
面
電
車

車両基地の改良
（電車事業所）

電力設備の増強

停留場バリアフリー
対応の推進

低床車両
の導入

ま
ち
づ
く
り
へ
の
貢
献

路面電車（軌道整備事業） （単位：百万円）

経営計画 決算
■経営計画 収支目標

令和4年度時点 進捗
状況

➊
経常収支

2026年度に
黒字化 △56 △47 △※1

➌企業債
残高

4,500百万円
以下に抑制 4,067 3,661 △※３

➋資金
過不足額

資金不足を
発生させない 161 △24 ×※2

経営状況を踏まえ、一時凍結した事業や入札不調等により、進捗が遅れ
ているものもあるが、目標達成に向けて努力を続けているところです。

当初計画の進捗状況と評価４

○：計画通り進捗している
△：進捗の遅れはあるが目標達成に向けて進めている

当初計画の収支目標の達成状況５

令和１０年度（2028年度）までの目標値のため参考となるが、収支目標に
ついては、いずれも達成は困難な状況。

※1 「路面電車無料デー」の実施による効果。
※2 一般会計からの長期借入金を除く。
※3 工事の入札不調等による要因で、企業債発行額が抑制されており、今後増える見込み。
※4 実質資金不足とは、資金過不足額から過去に借り入れた資本費負担緩和分企業債及び 特

別減収対策企業債の未償還額を差し引いたもの。

地下鉄（高速電車事業） （単位：億円）

経営計画 決算

➍資金
過不足額

実質資金不足※４を
2027年度に解消

△377 △ 568 ×

➋累積
欠損金

△1,400億円
以下まで縮減 △1,849 △ 2,026 ×

➌企業債
残高

2,070億円以下
まで縮減 2,246 2,219 △※３

■経営計画　収支目標
令和4年度時点 進捗

状況
➊
経常収支

計画期間平均79億
円以上の黒字 85 61 ×

　※ ◎はお客さまへのサービスアップ事業

　※ 「進捗状況」欄の*印はR５年度（2023年度）末において、工事中又は設計段階です。

　※ 今後の取組と達成目標は、4ページに記載しています。
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南北線さっぽろ駅ホーム増設事業

・現在の南北線さっぽろ駅の混雑の常
態化や、北海道新幹線開業やJR札幌駅
周辺の開発動向を踏まえ、混雑緩和
と移動の円滑化を図ります。

車両とホームの段差隙間縮小

・車いす利用者等の円滑な移動を可能にするため、車両とプラットホームの段差と隙間
の縮小に取り組んでいきます。

長期収支の見通し【高速電車事業】６

南北線5000形車両更新

・南北線5000形車両は安全性を確認しながら大切に使ってきましたが、老朽化のため令
和12～16年度（2030～2034年度）にかけて更新を予定しています。更新にあたっては、
新たなサービスや技術の導入等、車両の仕様を検討していきます。

⑵ 主な取組

⑴ 長期収支、収支目標

長期収支の見通し【軌道事業】７

⑴ 長期収支、収支目標

低床車両の導入

・車両の老朽更新に合わせて、多くのお客さまが、快適でご利用しやすい環境をつくる
ため、バリアフリー対応の低床車両を計画的に導入していきます。

⑵ 主な取組

収支目標（令和10年度(2028年度)）

収支目標（令和10年度(2028年度)）

・電気料金や資材価格の高騰による経費の増加
が経営を圧迫。
・収支改善の努力はしているものの、現行の
200円の運賃のままでは、令和８年度(2026年
度)以降資金不足に陥る見込み。
・持続可能な経営とするためには、左のグラフ
のとおり、運賃を230円に改定する必要がある。
・上記の長期収支は、令和６年（2024年）12月
の運賃改定を想定。
・なお、子ども運賃・定期料金についても改定
を見込んでいる。

2,119 2,084 2,151 2,169 2,134 2,138 2,038 2,024 2,051 2,109
287 245 201 169 136 110 89 81 78 71
179 179 179 179 178 178 138 109 108 108

資本費負担緩和分企業債残高

特別減収対策企業債残高

企業債残高

㊤運送事業者の収支（一般財団法人札幌市交通事業振興公社） （単位：百万円）
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033
乗車料収入 1,479 1,581 1,601 1,608 1,619 1,623 1,627 1,633 1,628 1,627
その他収入 539 542 544 536 538 537 527 527 527 527

計 2,018 2,123 2,145 2,144 2,157 2,160 2,154 2,160 2,155 2,154
経費・人件費 1,259 1,282 1,282 1,286 1,290 1,298 1,296 1,294 1,297 1,301
施設使用料 796 842 870 846 904 860 855 863 851 850
　　うち長期借入償還分 0 45 45 45 45 45 45 45 45 45

計 2,055 2,124 2,152 2,132 2,194 2,158 2,151 2,157 2,148 2,151
▲ 37 ▲ 1 ▲ 7 12 ▲ 37 2 3 3 7 3

▲ 143 ▲ 144 ▲ 151 ▲ 144 ▲ 181 ▲ 179 ▲ 177 ▲ 175 ▲ 170 ▲ 168

389 388 381 388 351 353 355 357 362 364
年度末資金過不足額
（財団全体資金含む）

経
常
収
支

収
入

支
出

差引
累積欠損金

㊦整備事業者の収支（交通局） （単位：百万円）
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033
施設使用料収入 796 842 870 846 904 860 855 863 851 850
その他収入 745 769 777 732 749 763 763 769 772 769

計 1,541 1,611 1,647 1,578 1,653 1,623 1,618 1,632 1,623 1,619
経費・人件費 322 212 169 142 136 130 119 108 101 109
維持管理費 436 447 448 454 456 454 454 454 454 454
減価償却費ほか 927 1,027 1,090 1,049 1,077 1,046 1,044 1,038 1,002 981

計 1,685 1,686 1,707 1,645 1,669 1,630 1,617 1,600 1,557 1,544
▲ 144 ▲ 75 ▲ 60 ▲ 67 ▲ 16 ▲ 7 1 32 66 75

▲ 1,153 ▲ 1,207 ▲ 1,262 ▲ 1,329 ▲ 1,345 ▲ 1,352 ▲ 1,342 ▲ 1,310 ▲ 1,244 ▲ 1,169

2,151 2,405 1,340 1,068 1,084 963 1,358 998 769 1,039

2,484 2,734 1,678 1,405 1,475 1,349 1,757 1,419 1,167 1,463

443 462 446 447 432 403 388 326 276 205
▲ 96 ▲ 32 ▲ 3 43 73 89 119 102 97 71

4,569 4,928 4,887 4,824 4,538 4,510 4,589 4,327 4,071 3,844
539 494 449 404 359 314 269 224 179 134

累積欠損金

資金過不足額
実質資金過不足額

経
常
収
支

収
入

支
出

差引

資本的収入

資本的支出

企業債残高
長期借入金（残高）

（単位：億円）
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033
乗車料 387 387 386 385 390 396 395 393 390 387
その他収入 83 79 78 77 78 78 79 80 80 79

計 470 466 464 462 468 474 474 473 470 466
企業債利息 23 24 25 29 31 32 34 35 37 38
経費・人件費等 390 398 402 403 400 400 399 401 411 418

計 413 422 427 432 431 432 433 436 448 456
57 44 37 30 37 42 41 37 22 10

▲ 1,893 ▲ 1,849 ▲ 1,812 ▲ 1,782 ▲ 1,745 ▲ 1,703 ▲ 1,662 ▲ 1,625 ▲ 1,603 ▲ 1,593

194 196 304 245 183 215 154 211 210 245
361 406 476 426 374 399 389 408 369 406
53 37 57 64 58 35 1 30 57 82

▲ 413 ▲ 387 ▲ 323 ▲ 284 ▲ 256 ▲ 213 ▲ 197 ▲ 160 ▲ 129 ▲ 97実質資金過不足額

資本的収入
資本的支出

資金過不足額

累積欠損金

経
常
収
支

収
入

支
出

差引

項　目 （改定前の内容） 改定後の内容

経常収支 計画期間平均79億円以上の黒字を維持 黒字を維持

累積欠損金 1,400億円以下まで縮減 1,750億円以下まで縮減

資金過不足額 実質資金不足を2027年度に解消 資金不足を発生させない

企業債残高 2,070億円以下まで縮減 2,200億円以下に抑制

項　目 （改定前の内容） 改定後の内容

経常収支 令和8年度（2026年度）に黒字化
赤字額を20百万円以下に抑制
※令和12年度（2030年度）に黒字化

資金過不足額 資金不足を発生させない 資金不足を発生させない

企業債残高 4,500百万円以下に抑制 4,600百万円以下に抑制
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